
健康福祉委員会資料 

（健康福祉局関係） 

２ 請願・陳情の審査 

 （１）請願第５５号 ７５歳以上の医療費負担の原則２割化に反対する 

ことを求めることに関する請願 

資料１ 後期高齢者医療における医療費負担について

資料２ 後期高齢者医療制度に関する要望書（抜粋） 

資料３ 後期高齢者医療制度に関する意見・要望について（回答） 

平成３１年３月８日 

健康福祉局 
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後期高齢者医療における医療費負担について 

１ 制度概要 

【加入者〔被保険者〕】 

①  75 歳以上の方 

②  65 歳から 74 歳で一定の障害の状態にあることにより広域連合の認定を受けた方 

  【運営主体〔保険者〕】 

後期高齢者医療広域連合：被保険者証の発行、保険料の決定、医療を受けたときの給付など 

（※市町村の役割：被保険者証の引渡し、保険料の徴収、申請の受付や相談など） 

２ 自己負担割合（窓口負担）・自己負担限度額 

所得区分 
自己負担割合 

（窓口負担） 
判定基準 

自己負担限度額（月額） 

外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位） 

現役並み 

所得者 
３割

Ⅲ：課税所得690万円以上 
252,600円＋（総医療費-842,000円）×1％ 

〔140,100円〕※1

Ⅱ：課税所得380万円以上 
167,400円＋（総医療費-558,000円）×1％ 

〔93,000円〕※1

Ⅰ：課税所得145万円以上 
80,100円＋（総医療費-267,000円）×1％ 

〔44,400円〕※1

一般 

１割

課税所得145万円未満 18,000 円 
57,600 円 

〔44,400 円〕※1

区分Ⅱ 住民税非課税世帯 8,000 円 24,600 円 

区分Ⅰ 

住民税非課税世帯・ 

年金収入80万円以下など

※2

8,000 円 15,000 円 

※1〔〕内の金額は、過去 12カ月に限度額を超えた給付を 3回以上受けた場合、その月が 4回目以降の給付のときに適用 

   ※2 世帯の全員が住民税非課税で、その世帯全員個々の所得（年金収入は控除額 80万円で計算）が 0円となる被保険者、 

世帯の全員が住民税非課税であり、かつ被保険者本人が老齢福祉年金を受給している方 

３ 本市加入者（被保険者）の状況（平成 30 年 3 月時点） 

所得区分 窓口負担 被保険者数 割合 

現役並み 

所得者 
３割 18,077 人 13.4％ 

一般 

１割 

68,811 人 

86.6％ 

51.1％ 

区分Ⅱ 25,096 人 18.6％ 

区分Ⅰ 22,736 人 16.9％ 

計  134,720 人 
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４ 高齢者の窓口負担について 

加入保険 各医療保険（国保・被用者保険） 後期高齢者医療制度 

年 齢 ～６９歳 ７０～７４歳 ７５歳～ 

窓口負担 ３割 
現役並み所得者：３割 現役並み所得者：３割 

上記以外の者：２割 上記以外の者：１割 

５ 後期高齢者医療の財政概要 

← →

← →

＋

医療費総額（17.2兆円）

窓口
負担

1割
または

3割

(1.4兆円）

市（約1.2兆円）

保険料
〔約1割〕
（約1.5兆円）

公　費 〔約5割〕

（約6.6兆円）

現役世代からの支援金  〔約4割〕

＋

＋

県（約1.2兆円）国　　（約4.9兆円）

　　　　　保険でまかなう医療費（15.8兆円）

（ ）内の数字は平成 30 年度予算ベースの金額 

※ 本市の負担額推移（決算ベース） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

後期高齢者医療定率負担金 75.2 億円 77.7 億円 75.8 億円 82.1 億円 85.4 億円 

被保険者数（月平均） 112,507 人 116,113 人 120,845 人 126,574 人 132,053 人 

（参考：国民医療費の推移） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

後期高齢者医療給付分 13.1 兆円 13.4 兆円 14.0 兆円 14.2 兆円 

出展：平成 25~28 年度 国民医療費の概況（厚生労働省） 

６ 窓口負担における国の主な動向 

〔経済財政運営と改革の基本方針 2015 （平成27年6月30日 閣議決定）〕 

社会保障制度の持続可能性を中長期的に高めるとともに、世代間・世代内での負担の公平を図り、

負担能力に応じた負担を求める観点から、医療保険における高額療養費制度や後期高齢者の窓口負

担の在り方について検討する 

〔経済・財政再生計画 改革工程表 2016改定版 （平成28年12月21日 経済財政諮問会議）〕 

     後期高齢者の窓口負担の在り方について、関係審議会等において検討し、結論（2018年度まで） 

〔経済財政運営と改革の基本方針 2018 （平成30年6月15日 閣議決定）〕 

団塊世代が後期高齢者入りするまでに、世代間の公平性や制度の持続性確保の観点から、後期高齢

者の窓口負担の在り方について検討する 

〔新経済・財政再生計画 改革工程表 （平成30年12月20日 経済財政諮問会議）〕 

〔新経済・財政再生計画 改革工程表2018について（報告）（平成31年1月17日 社会保障審議会医療保険部会〕

団塊世代が後期高齢者入りするまでに、後期高齢者の窓口負担について検討（2021年度まで） 
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要望書　抜粋
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【以下、後期高齢者の窓口負担の在り方について】の要望抜粋
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